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リスク管理の充実
●リスク管理の基本的な考え方

　金融の自由化・国際化の進展や金融技術・情報技術の発達に伴い、銀行が直面するリスクは、ますます多
様化、複雑化しています。このような状況の中、経営の健全性や安定性を確保しながら企業価値の向上を図
るために、業務やリスクの特性に応じてリスクを適切に管理し、コントロールしていく必要があります。
　当行では、適切なリスク管理の実施を経営の最重要課題の一つとして認識し、取締役会において「リスク
管理に関する基本方針」を制定し、この基本方針に則りリスク管理を行うなどリスク管理態勢の整備強化に
取組んでおります。
　信用リスク、市場リスク、流動性リスク等のリスクを個々に管理するだけでなく、当行全体が抱えるリス
クを総体的に捉え、経営体力と比較・対照するなど統合的に管理する必要があります。そのため全行的なリ
スクの統合管理部署としてリスク統括部を設置し、統合的なリスク管理が行える態勢を整備し、各種リスク
の管理強化を進めるとともに、統合的なリスク管理の高度化を進めております。
　加えて、リスク管理態勢の構築状況の適切性およびその機能状況の有効性について監査部による内部監査
を実施しています。
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●統合リスク管理
　当行は、統合的なリスク管理方法の一つとして、信用リスク、市場リスク等のカテゴリーごとにリスク量
を統一的な枠組み（VaRなど）により計測し、それらを統合して経営体力（自己資本）と対比する「統合リ
スク管理」を導入しています。
　具体的には、半期ごとに取締役会において、普通株式等Tier1資本から評価・換算差額等を控除した額を配
賦原資として各種リスクカテゴリーごとにリスク資本の配賦額を決定してリスクを制御しています。
　リスク量の状況については、リスク管理部署において、配賦されたリスク資本の範囲内に収まっているか
どうか定期的にモニタリングしております。また、ALM・収益管理委員会や常務会を通じて、毎月経営陣に
報告しています。

＜統合リスク管理の概念図＞

＜リスク資本配賦の考え方：イメージ図＞

◆VaR
　VaR（バリュー・アット・リスク）とは、過去のデータを統計的に分析し、将来の一定期間において起
こりうる最大の損失額を計測するリスク管理手法。
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・オペレーショナル・リスクのリスク量は、粗利益配分手法を用いて算出したオペレーショナル・リスク相当額
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●信用リスク管理
　信用リスクとは、お取引先や有価証券の発行体が、業況悪化などの原因により、約定通り利息支払や元金
返済・償還ができなくなることで銀行が損失を被るリスクをいいます。
　当行では信用リスクの大部分を貸出資産が占めており、貸出資産の健全性を将来にわたり確保することが
信用リスクを管理する上での重要な目標となっております。

《信用リスクの管理態勢》
　厳格な信用リスク管理を行うためには、信用リスクに関連する各部門間における相互牽制が必要となりま
す。当行では、営業推進部門、審査部門から独立したリスク統括部が信用格付制度、資産自己査定、償却・
引当制度など信用リスク管理の根幹となる管理制度の企画、検証を行うことにより、常時牽制機能が働く体
制としております。
　また、リスク統括部担当役員、関連部署の部長で構成される信用リスク管理委員会を設け、銀行全体の信
用リスクの状況や重要課題に関して組織横断的に協議・検討し、信用リスクに関する共通認識の醸成を図っ
ております。

《個別与信の審査・管理態勢》
　与信業務における基本方針を「クレジットポリシー」として定め、地域との共生や法令等の遵守を図りな
がら、健全な貸出資産の積上げと不良債権の発生防止に注力しております。
　貸出に際しては、お取引先の財務状況等の定量面と業界動向や成長性等の定性面を総合的に評価した上
で、貸出案件の資金使途、返済財源等について的確かつ厳正な判断を行い、健全な資金需要に対して円滑に
資金供給が行えるよう努めております。また、審査態勢や教育研修体系の整備、システムサポートの充実を
図っております。
　貸出実行後には、お取引先とのリレーションを深めながら、業況の変化等を早期に把握し、迅速な対応が
行えるよう「中間管理」態勢の充実を図り、貸出資産の劣化防止に努めております。さらに、審査部内に「審
査業務室」を設置し、財務診断などに精通した経験豊富なスタッフが、お取引先に対してきめ細かく経営や
財務改善の支援を行っております。

《信用格付制度・自己査定制度》
　「信用格付制度」は、信用リスクを客観的に把握するための行内制度で「債務者格付制度」「リテール・プ
ール管理制度」などで構成されております。
　「債務者格付制度」では、行内基準に基づき、お取引先の信用度を15段階の行内格付に区分しております。
格付は、資産自己査定に用いる債務者区分と整合的な枠組みとなっており、貸倒引当金の算出根拠となる債
権分類作業に使用するほか、与信業務における管理基準、信用リスク量の計測やリスク・リターン管理の指
標などとして、信用リスク管理業務全般にわたり幅広く活用しております。
　「自己査定」とは、当行が保有する資産を自ら個別に検討し、資産内容の実態を正確に把握するために行
うもので、信用リスクを管理する重要な手段です。自己査定では、債務者格付に応じて5つの債務者区分に
区分し、それぞれの資産を回収や価値毀損の危険性の度合いに従い4段階に分類します。その分類状況に応
じて将来の損失額を見積もり、貸倒引当金として計上しております。

《信用リスク量計測・与信ポートフォリオ管理》
　リスク統括部では、デフォルトの発生確率や保全状況を統計的に分析することで信用リスク量の計測を行
っております。信用リスク量とは、貸出資産など信用リスクを有する与信ポートフォリオから将来発生する可
能性のある損失を数値化したものであり、与信ポートフォリオ管理やリスク資本配賦に活用しております。
　与信ポートフォリオ管理では、信用リスク量の分析のほか、特定のセクターへの与信集中を防止するため
のモニタリングやリスク顕在化のシミュレーションなどを通じ、与信ポートフォリオの傾向分析や課題把握
を行い、信用リスク管理の高度化に努めております。

●市場リスク管理
　市場リスクとは金利・為替・株価など市場要因の変動によって、銀行が損失を被るリスクをいい、当行で
はこの市場リスクに、市場流動性リスクも合わせて管理しています。
　市場取引担当部門の組織については、取引を担当する部署（フロントオフィス）を資金証券部、リスク管
理や事務処理を担当する部署（ミドルオフィス・バックオフィス）を市場国際部とし、相互に牽制する体制
となっております。
　市場要因の変動が経営に与える影響の重要性を認識し、適切なリスクコントロールを行うことを基本方針
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としております。 特に債券および株式などの運用は、価格変動リスクがあることから、十分なリスク管理
の下、適正な取引規模の範囲内で行っております。
　現在、当行では市場リスクの計測にあたっては、VaRを主要指標とし管理・分析を行っております。また、
評価損益の状況や、BPV、アウトライヤー基準等のリスク指標、さらに、市場要因の変動が期間損益や自己資
本比率におよぼす影響度の把握などによる管理・分析も行い、ALM・収益管理委員会や常務会に報告してお
ります。
　金利リスクは当座預金や普通預金等の流動性預金の金利満期の認識方法によって大きく異なる数値となり
ます。当行では、流動性預金について実質的な満期を計測するため、コア預金内部モデルを使っております。

＜VaRの計測について＞
　当行では市場リスクのVaR計測手法として「ヒストリカル・シミュレーション法」を採用しております。
ヒストリカル・シミュレーション法とは、過去に実際に起きた市場変動を現在のポートフォリオに適用し
て得られる損失額をもとにVaRを算出する手法です。
計測手法 ヒストリカル・シミュレーション法
観測期間 5年

保有期間
  40日：�預貸金、債券、純投資株式、投資信託
120日：政策株式
  10日：トレーディング

信頼区間 99.9％

＜バックテスティングについて＞
　当行では、VaRと損益とを比較する「バックテスティング」を日次で実施しております。バックテステ
ィング結果によりVaR計測手法の妥当性および有効性を検証し、リスク管理の実効性を確保するととも
に、計量化方法の高度化・精緻化に努めております。
＜ストレステストについて＞
　VaRによる管理では、観測期間内のデータを超える市場変動が生じた場合には対応できません。そのた
め、VaRで想定される変動を上回るショックが生じた場合を想定したストレステストを実施し、影響度合
いを認識することで、VaR管理による限界を補完しております。

◆BPV
　BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）とは、金利が1ベーシス・ポイント（100分の1％）変化した
場合における貸出や債券などの現在価値の変化額を表す金利リスク指標の一つ。
◆アウトライヤー基準
　アウトライヤー基準とは、上下に一定の「標準的な金利ショック」を与えた場合の、銀行勘定の資産・
負債・オフバランスシート項目のネットの経済価値の低下額（いわゆる「金利リスク量」）を算出し、そ
れが自己資本の20％を超えるか否かという基準。
◆コア預金内部モデル
　流動性預金のうち、実態としては引き出されることなく長期間銀行に滞留する預金をコア預金といい、
コア預金の額および満期を合理的に推計するモデルをコア預金内部モデルという。当行では、預金種別や
残高階層別の過去の預金残高推移を統計的に解析し、推計を行っております。

●流動性リスク管理
　流動性リスクには、資金繰りリスクと市場流動性リスクがあります。
　資金繰りリスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金流出により、必要な資金確保が困難
になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより、銀行が損失を被るリ
スクをいいます。
　資金繰りリスクについては、資金繰り管理部署を定め、海外支店を含めて日次、週次、月次などの資金繰
りを厳格に管理しております。毎月開催されるALM・収益管理委員会において、資金繰りの状況、運用・調
達のバランス、金利動向などを把握・分析し、円滑な資金繰りが行えるよう万全を期しております。
　また、一定の預金流出を想定し、それに対応できるだけの国債等換金性の高い資産を保有しているかなど
を確認するストレステストを半期ごとに実施し、結果をALM・収益管理委員会、常務会へ報告しております。
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　さらに、万一の場合に備えて「危機管理計画」（コンティンジェンシープラン）を策定し、さまざまなケ
ースに対応できる態勢を整備するなど万全を期しております。
　市場流動性リスクとは、資産の売却等において市場の混乱等により取引ができなかったり、通常よりも著
しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。
　市場流動性リスクについては、市場リスクと合わせて管理しております。

●オペレーショナル・リスク管理
　オペレーショナル・リスクとは、銀行の業務の過程、役職員および派遣社員等の従業者の活動若しくはシ
ステムが不適切であること、または外生的な事象により当行が損失を被るリスクをいいます。当行では、組
織体制や業務の内容に即して効果的にリスクを管理するため、オペレーショナル・リスクを①事務リスク②
システムリスク③有形資産リスク④人的リスク⑤法務リスクの5つのリスクに区分しております。
　オペレーショナル・リスク管理の基本的事項を定めた「リスク管理に関する基本方針」および「オペレー
ショナル・リスクに関する基本規定」を取締役会で制定し、リスク統括部の担当取締役をオペレーショナ
ル・リスク管理全般を統括する責任者、リスク統括部をオペレーショナル・リスクの統合管理部署としてお
ります。リスク統括部は、担当取締役の指揮・監督のもと、オペレーショナル・リスク全般の管理に関する
企画・統括を行い、各「リスク管理関連部」がより専門的な立場からそれぞれのリスクを管理しております。
　また、オペレーショナル・リスクにおける重要事項に関する協議機関として、オペレーショナル・リスク
管理委員会を設置しております。
　オペレーショナル・リスクの具体的管理手法として、当行はリスク管理自己評価（RCSA）の仕組みを導入
し、オペレーショナル・リスクを総合的に管理しております。また、事務リスクや、システムリスクなど個
別の管理も行っております。
　事務リスクとは、役職員などが正確な事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことにより損失を被
るリスクをいいます。
　当行では、「お客さまからの信頼」の維持・向上を図るために、行員各自が常に基本に則った正確な事務
を心がけ、事務処理の厳正化に努めております。さらに、事務主管部による営業店への臨店事務指導や監査
部による本部各部や営業店に対する立入り監査、営業店自ら実施する自店検査などを通じて、内部牽制を図
りながら事務事故の防止と事務水準の向上に努めております。
　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン、誤作動などのシステムの不備、あるいはコンピュ
ータが不正に使用されることなどにより、お客さまや銀行が損失を被るリスクをいいます。
　当行では、災害対策用の免震床や無停電装置などを備えた電算センターの保有や、バックアップセンター
の確保など設備面の安全対策を始め、十分なテストによるソフトウェアの品質管理、情報漏洩を防ぐための
不正アクセス対策やウィルス侵入対策など、想定されるリスクに対する各種の安全対策を実施しておりま
す。さらに万一の事故に備え、「危機管理計画」（コンティンジェンシープラン）を策定し、万全を期してお
ります。
　有形資産リスク、人的リスク、法務リスクについては、それぞれのリスクごとに所管部署を定め、所管部
署が中心となり管理することとしております。

リスク管理自己評価（RCSA＝Risk Control Self-Assessment）
　銀行内の各部署が、内在するリスクを自ら特定・評価し、その結果を組織全体として取り纏め、コント
ロールし、モニタリングする枠組み。

●危機管理
　自然災害や犯罪の発生、コンピュータシステムの障害、風評リスクの顕在化、新型インフルエンザ感染の
発生などの非常事態に対処し、その影響を最小化することにより、当行の業務を継続することを目的に、「危
機管理計画」（コンティンジェンシープラン）を整備しております。さらに、大規模な非常事態発生時には「非
常事態対策委員会」を招集し、情報収集するとともに、一元的な指揮・命令を行う態勢としております。
　また、「危機管理計画」に基づく定期的な訓練や計画の見直しを実施するなど、態勢の強化を図っており
ます。
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